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(百万円未満切捨て)
１．2018年３月期の連結業績（2017年４月１日～2018年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2018年３月期 70,605 0.4 11,019 3.1 7,339 3.7

2017年３月期 70,300 △7.0 10,691 △37.6 7,077 △61.2
(注) 包括利益 2018年３月期 5,825百万円( －％) 2017年３月期 25百万円(△99.8％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

経常収益
経常利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2018年３月期 29.11 － 3.7 0.2 15.6

2017年３月期 28.07 － 3.6 0.2 15.2
(参考) 持分法投資損益 2018年３月期 －百万円 2017年３月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2018年３月期 6,027,154 199,968 3.3 793.34

2017年３月期 6,023,282 196,159 3.3 778.22
(参考) 自己資本 2018年３月期 199,968百万円 2017年３月期 196,159百万円

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して計算しております。
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2018年３月期 △34,640 313,341 △11,817 1,416,427

2017年３月期 △161,016 △5,026 △2,145 1,149,546

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2017年３月期 － 4.00 － 4.00 8.00 2,016 28.5 1.0

2018年３月期 － 4.00 － 4.00 8.00 2,016 27.4 1.0

2019年３月期(予想) － 4.00 － 4.00 8.00 26.1

３．2019年３月期の連結業績予想（2018年４月１日～2019年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率)

経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 5,500 0.8 3,500 △3.2 13.88

通 期 11,500 4.4 7,700 4.9 30.54
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2018年３月期 252,500,000株 2017年３月期 252,500,000株

② 期末自己株式数 2018年３月期 442,248株 2017年３月期 440,737株

③ 期中平均株式数 2018年３月期 252,058,289株 2017年３月期 252,061,856株

　（注）１株当たり純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料13ページ（１株当たり情報）を
ご覧ください。

(参考) 個別業績の概要
１．2018年３月期の個別業績（2017年４月１日～2018年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

経常収益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2018年３月期 64,491 △0.5 10,162 △4.4 7,083 △4.1

2017年３月期 64,845 △6.2 10,629 △33.4 7,384 △26.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2018年３月期 28.10 －

2017年３月期 29.29 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2018年３月期 6,017,487 193,898 3.2 769.26

2017年３月期 6,014,123 191,292 3.2 758.91

(参考) 自己資本 2018年３月期 193,898百万円 2017年３月期 191,292百万円

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して計算しております。
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

２．2019年３月期の個別業績予想（2018年４月１日～2019年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率)

経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 5,500 7.3 3,500 △3.9 13.88

通 期 11,000 8.2 7,500 5.9 29.75

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報および合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績・財政状態の概況 

（１）経営成績

①当期の経営成績

当連結会計年度の経営成績は、次のとおりとなりました。

経常収益は、超低金利金融環境下ながら、貸出金の増強による貸出金利息収入の増加および役務取引等収益の増

加、ならびにグループ会社業績の順調なる推移などから、前年度比３億５百万円増加し706億５百万円となりました。 

経常費用は、経費の圧縮努力に伴う減少を主な要因として、前年度比22百万円減少し595億85百万円となりました。

この結果、経常利益は前年度比３億27百万円増加し110億19百万円となりました。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の増加に伴い前年度比２億62百万円増加し73億39百万円となりま

した。 

なお、当連結会計年度末の国内基準による連結自己資本比率は、最終利益を確保する一方、貸出金等総資産の順

調なる増加により、前年度比0.19％低下し9.03％となりました。 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

○銀行業

経常収益は前年度比３億53百万円減少し644億91百万円、セグメント利益は前年度比４億67百万円減少し101

億62百万円となりました。

○その他

経常収益は前年度比６億１百万円増加し103億64百万円、セグメント利益は前年度比６億45百万円増加し26億

85百万円となりました。

②今後の見通し

2019 年３月期の連結ベ－スでの業績見通しにつきましては、経常利益 115 億円、親会社株主に帰属する当期純利

益 77 億円を見込んでおります。また、銀行単体の業績見通しにつきましては、経常利益 110 億円、当期純利益 75

億円を見込んでおります。

次期業績見通し（銀行単体） （単位：億円）

2019 年３月期 

業績見通し（Ａ） 

2018 年３月期 

（Ｂ） 

増減額 

（Ａ－Ｂ） 

経常利益 110 101 ＋８ 

当期純利益 75 70 ＋４ 

（２）財政状態

①主要勘定（連結ベース）

Ａ．預金・譲渡性預金等

預金は、公金預金等の減少により、前年度末比71億円減少し５兆2,237億円となりました。 

また、譲渡性預金を含む総預金では、個人預金・法人預金が引続き順調に推移し、前年度末比410億円増加の

５兆6,623億円となりました。 

Ｂ．貸出金 

コアとなる事業性貸出に加え、個人ローンが順調に増加したことなどから、前年度末比 362 億円増加し３兆

2,612 億円となりました。 

Ｃ．有価証券 

超金融緩和政策が続く中、市場動向を注視しつつ適切な運用に努めました結果、前年度末比 3,297 億円減少

し１兆 1,957 億円となりました。

②キャッシュ･フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、次のとおりとなりました。

   営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加による支出 362 億円を主な要因として 346 億円の支出超過

となり、前連結会計年度との比較では、貸出金増加額の減少等により支出超過額が 1,263 億円減少しました。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却・償還による収入 4,510 億円が有価証券の取得による支

出 1,341 億円を上回ったこと等から 3,133 億円の収入超過となり、前連結会計年度との比較では、有価証券の取得

による支出の減少等から 3,183 億円増加しました。 
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    財務活動によるキャッシュ・フローは、劣後特約付借入金の返済による支出 98 億円および配当金の支払による支

出 20 億円等により 118 億円の支出超過となり、前連結会計年度との比較では、劣後特約付借入金の返済による支出

の増加により支出超過額が 96 億円増加しました。 

    この結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前年度末比 2,668 億円増加し１兆 4,164 億円とな

りました。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当行は、銀行業務の公共性に鑑み、内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、安定的な配当を継続する

ことを基本方針としつつ、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さま方への利益還元に努めてまいりました。

当期末の配当金につきましては、上記基本方針と当期の収益状況等を勘案し、当初発表のとおり、１株当たり４

円とし、すでにお支払させていただいております中間配当金１株当たり４円と合わせ、年間８円として定時株主総

会に付議させていただく予定であります。 

また、内部留保資金につきましては、業容の拡大、経営合理化及び収益力増強のため活用し、経営体質の強化と

業績の向上に努めてまいる所存であります。 

次期配当金につきましては、１株当たり年間８円（うち中間配当金４円）とさせていただく予定であります。 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当行グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、会計基準につきましては日本

基準を適用しております。 

 なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては，国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。 
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（６）追加情報

連結子会社は、2017年６月19日開催の各社の取締役会において、2017年６月27日開催の定時株主総会終結の時を

もって従来の役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、同株主総会で退職慰労金の打ち切り支給案が承認され

ました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給額未払分26百万円については、各人の

退任時に支給することから、「その他負債」に含めて計上しております。

（７）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、当行の取締役会において定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。 

当行グループは、当行及び連結子会社７社で構成され、銀行業務を中心にリース業務、クレジットカード業

務及び信用保証業務などの金融サービスを提供しており、報告セグメントは当行を「銀行業」としております。

「銀行業」は、預金業務、貸出業務、為替業務及びそれに付随する業務等を行っております。 

２．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表の作成方法と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 

報告セグメント 
その他 合計 調整額 

連結財務諸
表計上額 銀行業 

経常収益 

外部顧客に対する経常収益 63,312 7,292 70,605 0  70,605 

セグメント間の内部経常収益 1,179 3,071 4,251 △4,251 － 

計 64,491 10,364 74,856 △4,251 70,605 

セグメント利益 10,162 2,685 12,848 △1,828 11,019 

セグメント資産 6,017,487 37,150 6,054,638 △27,483 6,027,154 

セグメント負債 5,823,588 19,926 5,843,515 △16,329 5,827,186 

その他の項目 

減価償却費 2,106 206 2,313 83 2,397 

資金運用収益 41,325 1,103 42,429 △1,889 40,539 

資金調達費用 2,632 35 2,667 △28 2,639 

有形固定資産及び無形固定 
資産の増加額 

2,857 14 2,871 67 2,938 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業務、クレジット カ

ード業務及び信用保証業務等であります。 

３．調整額は、次のとおりであります。 

(1) 外部顧客に対する調整額０百万円は、連結子会社が保有する有価証券利息の調整であります。

(2) セグメント利益の調整額△1,828百万円は、セグメント間取引消去△1,859百万円等であります。

(3) セグメント資産の調整額△27,483百万円は、セグメント間取引消去等であります。
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(4) セグメント負債の調整額△16,329百万円は、セグメント間取引消去等であります。

(5) 減価償却費の調整額83百万円は、リース業以外のセグメントにおいてリース業セグメントとの契

約により取得したリース物件に係る減価償却費の調整額等であります。

(6) 資金運用収益の調整額△1,889百万円は、セグメント間取引消去であります。

(7) 資金調達費用の調整額△28百万円は、セグメント間取引消去であります。

（8）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額67百万円は、リース業セグメント（「その他」）が、

他のセグメントとの契約により取得したリース物件取得額であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

（１株当たり情報） 

当連結会計年度 
 （自 2017 年４月 １日 

     至 2018 年３月 31 日） 

１株当たり純資産額 793 円 34 銭 

１株当たり当期純利益金額 29 円 11 銭 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
（2018 年３月 31 日） 

純資産の部の合計額 百万円 199,968 

純資産の合計額から控除する金額 百万円 ― 

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 199,968 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数 

千 株 252,057 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
 （自 2017 年４月 １日 

     至 2018 年３月 31 日） 

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 7,339 

普通株式に帰属しない金額 百万円 ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属
する当期純利益 

百万円 7,339 

普通株式の期中平均株式数 千 株 252,058 

３．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりま 

せん。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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４．個別財務諸表
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５．その他 

役員の異動 

役員の異動につきましては、本日、別途開示しております。 
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（参考資料）

決 算 説 明 資 料

Ⅰ．２０１７年度決算ダイジェスト

　　１．損益の状況 【単体】

　　２．配当方針 【単体】

　　３．２０１８年度業績予想        【単体・連結】

　　４．業績の状況 【単体】

　　５．自己資本比率 【単体・連結】

　　６．金融再生法開示債権  　 【単体】

　　７．損益の状況 【連結】

Ⅱ．２０１７年度決算の状況

Ⅲ．貸出金等の状況

２ ０ １ ７ 年 度
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Ⅰ．２０１７年度決算ダイジェスト

１．損益の状況【単体】 （億円）

前年度比

（１） 経常収益 644 △ 3 648 

うち貸出金利息 285 2 283 

うち役務取引等収益 148 8 140 

うち有価証券関係収益等 196 △ 14 210 

修正コア業務粗利益 ① 465 4 461 

資金利益 386 △ 3 389 

役務取引等利益 85 7 78 

△ 6 0 △ 6

経費 ② 365 △ 9 375 

うち人件費 186 △ 1 188 

うち物件費 157 △ 9 166 

（２） 修正コア業務純益  （①－②） 99 14 85 

有価証券関係損益 14 △ 4 19 

　国債等債券損益 △ 1 △ 2 1 

　金融派生商品損益 △ 0 △ 3 2 

　株式等関係損益 13 △ 0 13 （３）経常利益　１０１億円
　金銭の信託運用損益 3 1 1 

与信関係費用 （Ａ+Ｂ-Ｃ） 13 3 9 

　一般貸倒引当金繰入額 （Ａ） 2 2 0 

　不良債権処理額 （Ｂ） 10 1 9 

　貸倒引当金戻入益等 （Ｃ） 0 0 0 

その他臨時損益 0 △ 10 11 

（３） 経常利益 101 △ 4 106 （４）当期純利益　７０億円
特別損益 △ 2 0 △ 2

税引前当期純利益 99 △ 4 103 

税金費用 28 △ 1 29 

（４） 当期純利益 70 △ 3 73 

【ご参考】連結計数 （億円）

経常収益 706 3 703 

親会社株主に帰属する当期純利益 73 2 70 

２．配当方針【単体】
中間 期末 年間

４．００円 ４．００円 ８．００円

４．００円 ４．００円 ８．００円

（当初配当方針） （４．００円） ４．００円 ８．００円

４．００円 ４．００円 ８．００円

３．２０１８年度業績予想【単体・連結】
【単体】 （億円）

前年度比

経常利益 110 8 101

当期純利益 75 4 70
【連結】 （億円）

前年度比

経常利益 115 4 110

77 3 73

2017
年度

2016
年度

　2017年3月期　配当額

　2018年3月期　配当額

　2019年3月期　配当方針

2018
年度

その他業務利益
(除く国債等債券損益・金融派生商品損益）

2017
年度

親会社株主に帰属する当期純利益

（１）経常収益　６４４億円
＜前年度⽐　△３億円（△０.５％）＞

2018
年度

2017
年度

（２）修正コア業務純益　９９億円

＜前年度⽐　　△３億円（△４.１％）＞

＜前年度⽐　+１４億円（+１６.６％）＞

＜前年度⽐　△４億円（△４.４％）＞

当期末の1株当たり配当額につきましては、当初発
表のとおり、４円とさせていただきます。なお、年間で
は８円となります。

２０１８年度の単体業績予想につきましては、経常利
益は１１０億円、当期純利益は７５億円を見込んで

おります。

超低金利金融環境下ながら、貸出金の増強により

貸出金利息収入が増加、また役務取引等収益も増加

しましたが、有価証券関係収益の減少などにより、経

常収益は減少しました。

上記（１）の要因等により資金利益は減少しましたが、

法人関連手数料を中心とした役務取引等利益の増加、

また全行的な経費圧縮努力等により、銀行業務の根

幹をなすコアの利益である『修正コア業務純益』は

１４億円（１６.６％）増加しました。

市場環境の変化による有価証券関係損益の減少、

ならびに与信関係費用の増加などから、経常利益は

減益となりました。

上記経常利益が減益となったこと等により、当期純

利益は前年度比３億円（△４.１％）の減益となりました。

グループ各社の業績が順調に推移し、当行グルー

プ全体の業績である連結ベースでは増収増益とな

りました。

連結業績予想につきましては、経常利益は１１５億
円、親会社株主に帰属する当期純利益は７７億円
を見込んでおります。
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４．業績の状況【単体】

（１）総預金（譲渡性預金含む）、預かり資産

（億円）

2017年3月末比

56,764 411

個人預金 31,422 504

法人預金 11,828 649

公金預金等 13,513 △ 742

（注）総預金は、譲渡性預金を含んでおります。

（億円）

2017年3月末比

4,466 △ 76

生命保険 3,046 103

投資信託 811 △ 50

公共債 607 △ 129

預かり資産

総預金

2018年3月末

2018年3月末

2,737 2,942 3,046

950
862 811

847 737 607

2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

預かり資産の推移

≪総預金≫

個人預金・法人預金増加、公金預金等減少

≪預かり資産≫

生命保険増加、投資信託・公共債減少

30,549 30,918 31,422

10,255 11,178 11,828

14,469 14,255 13,513

2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

総預金の推移

56,76455,274 56,352

4,542 4,4664,535

Ａ．総預金 ５兆６，７６４億円 ＜前年度比 ＋４１１億円（＋０．７％）＞

公金預金が大幅に減少（△７４２億円）しましたが、個人預金・法人預金が引続き順調に推移

（＋１，１５４億円）し、前年度比４１１億円増加（＋０．７％）しました。

Ｂ．預かり資産 ４，４６６億円 ＜前年度比 △７６億円（△１．７％）＞

預金以外の預かり資産は生命保険販売が順調に推移（＋１０３億円）する一方、投資環境の

悪化等により、投資信託・公共債が減少（△１７９億円）し、前年度比７６億円減少 （△１．７％）し

ました。

公金預金等

法人預金

個人預金

投資信託

生命保険

公共債
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（億円）

2017年3月末比

61,230 335

　総預金 56,764 411

　預かり資産 4,466 △ 76

うち生命保険 3,046 103

（注）総預金は、譲渡性預金を含んでおります。

（２）貸出金（含む私募債）

（億円）

2017年3月末比

33,221 533

32,654 366

16,189 396

7,818 423

8,645 △ 453

566 166

　貸出金

　事業性貸出

　個人ローン

　公共貸出

　私募債

2018年3月末

総預かり資産
（総預金+預かり資産）

2018年3月末

　貸出金（含む私募債）

≪貸出金（含む私募債）≫

事業性貸出・個人ローン・私募債増加

14,878
15,793 16,189

6,971
7,394 7,818

7,459

9,099 8,645

311

400
566

2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

貸出金（含む私募債）の推移

29,620

32,687
33,221

≪総預かり資産（総預金＋預かり資産）≫
総預金・生命保険増加

55,274 56,352 56,764

4,535 4,542 4,466

2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

総預かり資産（総預金＋預かり資産）の推移

61,230
59,810 60,894

Ｃ．総預かり資産 ６兆１，２３０億円 ＜前年度比 ＋３３５億円（＋０．６％）＞

総預金と預かり資産を合計した総預かり資産は、総預金ならびに生命保険の順調なる増加

により前年度比３３５億円増加（＋０．６％）しました。

貸出金（含む私募債） ３兆３，２２１億円 ＜前年度比 ＋５３３億円（＋１．６％）＞

公共工事の落ち込み等を背景に公共貸出が減少（△４５３億円）しましたが、コアとなる

事業性貸出に加え、個人ローン・私募債等が順調に増加し、前年度比５３３億円増加

（＋１．６％）しました。

預かり資産

総預金

公金貸出

個人ローン

事業性貸出

私募債
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（３）有価証券

（億円）

2017年3月末比

11,997 △3,299

国債 4,510 △1,399

地方債 1,484 △627

社債 2,641 △725

株式 538 4

その他の証券 2,822 △551

５．自己資本比率【連結・単体】

【国内基準】 （億円）

2017年3月末比

2,015 21 

22,317 696 

9.03% △0.19%

1,944 18 

22,257 674 

8.73% △0.19%

2018年3月末

連

結

自己資本（Ａ）

リスクアセット等（Ｂ）

自己資本比率（Ａ÷Ｂ）

単

体

自己資本（Ｃ）

リスクアセット等（Ｄ）

自己資本比率（Ｃ÷Ｄ）

2018年3月末

　有価証券

6,579 5,910 
4,510 

2,321 
2,112 

1,484 

3,713 

3,366 

2,641 

470 

533 

538 

2,317 
3,374 

2,822 

2016年3月末 2017年3月末 2018年3月末

有価証券の推移

11,997

15,402 15,296

有価証券 １兆１，９９７億円 ＜前年度比 △３，２９９億円（△２１．６％）＞

超金融緩和政策が続く中、市場動向を注視しつつ適切な運用に努めました結果、残高は

前年度比３，２９９億円減少（△２１．６％）しました。

連結自己資本比率 ９．０３％ ＜前年度比 △０．１９％＞

最終利益を確保する一方、貸出金等総資産の順調なる増加により、連結自己資本比率は
前年度比０．１９％低下し、９．０３％となりました。

社債

地方債

国債

株式

その他の証券
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６．金融再生法開示債権（正常債権除く）【単体】

（億円）

2017年3月末比 2017年9月末比

268 △25 △16 294 285 

破産更生債権等 93 △5 △0 98 93 

危険債権 165 △18 △13 184 179 

要管理債権 9 △1 △2 10 12 

0.80% △0.09% △0.05% 0.89% 0.86% 

【参考】部分直接償却を実施した場合 （億円）

2017年3月末比 2017年9月末比

213 △26 △18 239 231 

0.64% △0.09% △0.06% 0.73% 0.70% 

　金融再生法開示債権（正常債権除く）と総与信に占める割合の推移

2017年9月末2018年3月末

2017年3月末 2017年9月末2018年3月末

総与信比

金融再生法開示債権

総与信比

金融再生法開示債権

2017年3月末

331 296 294 285 268257 242 239 231 213

1.11%
0.92% 0.89% 0.86%

0.80%

0.86% 0.75% 0.73% 0.70% 0.64% 

2002年3月末 2016年3月末 2016年9月末 2017年3月末 2017年9月末 2018年3月末

(億円)

部分直接償却前の金融再生法開示債権 部分直接償却を実施した場合の金融再生法開示債権

部分直接償却前の割合 部分直接償却を実施した場合の割合

ピーク時

10.35％

9.08％

1,873
1,621

金融再生法開示債権 ２６８億円 ＜前年度比 △２５億円＞
（総与信に対する比率 ０．８０％ ＜前年度比 △０．０９％＞）

総与信に対する比率は０．８０％と引続き極めて低い水準になっております。

【参考】部分直接償却を実施した場合 ２１３億円 ＜前年度比 △２６億円＞

当行は、部分直接償却を実施しておりませんが、仮に部分直接償却を実施した場合は
前年同期比２６億円減少となります。
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７．損益の状況【連結】
（億円）

前年度比

157 8 149 

　資金利益 379 △ 2 381 

　役務取引等利益 102 8 93 

9 4 5 

379 △ 9 388 

2017
年度

2016
年度

（１）経常収益　７０６億円
＜前年度⽐　+３億円（+０.４％）＞

（１） 経常収益 706 3 703 

　うち貸出金利息 286 2 284 

　うち役務取引等収益

20 92 

（２）修正コア業務純益　１１２億円　

＜前年度⽐　+３億円（+３.１％）＞

＜前年度⽐　+２０億円（+２２.１％）＞

11 

　うちその他業務収益 104 0 103 

（３）経常利益　１１０億円

480 修正コア業務粗利益　　　　　① 491 

経費                         　　　 ②

　その他業務利益
　　(除く国債等債券損益・金融派生商品損益）

（２）

（３） 経常利益 110 

修正コア業務純益（①－②） 112 

（４） 73 
連結当期純利益

＜前年度⽐　+２億円（+３.７％）＞
3 106 

（４）連結当期純利益　７３億円　

(親会社株主に帰属する当期純利益)
2 70 

超低金利金融環境下ながら、貸出金の増強による

貸出金利息収入の増加および役務取引等収益の増

加、ならびにグループ会社業績の順調なる推移など

から、３億円増加し７０６億円となりました。

役務取引等利益の増加およびグループ会社におけ

るその他業務利益の増加、ならびに経費圧縮努力等

により、業務の根幹をなすコアの利益である『修正コア

業務純益』は２０億円（２２.１％）増加しました。

経常利益の増加に伴い２億円増加し、７３億円となり

ました（増収増益決算）。

『修正コア業務純益』の増加により、３億円増加し110

億円となりました。
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Ⅱ．２０１７年度決算の状況

  １．損益の状況

【連結】 （単位：百万円）

増減

経常収益 70,605 305 70,300 

連結粗利益 48,971 534 48,437 

資金利益 37,904 △ 242 38,147 

役務取引等利益 10,269 879 9,389 

その他業務利益 797 △ 102 900 

営業経費 39,083 △ 513 39,597 

一般貸倒引当金繰入額 ① 276 94 182 

不良債権処理額 ② 1,488 132 1,355 

貸出金償却 31 6 24 

個別貸倒引当金純繰入額 1,280 163 1,116 

偶発損失引当金繰入額 2 △ 42 45 

債権売却損等 174 5 168 

償却債権取立益 ③ 1 0 0 

株式等関係損益 1,332 △ 44 1,377 

その他 1,563 △ 448 2,011 

経常利益 11,019 327 10,691 

特別損益 △ 249 45 △ 294

税金等調整前当期純利益 10,770 373 10,397 

法人税等合計 3,430 110 3,319 

法人税、住民税及び事業税 3,219 958 2,261 

法人税等調整額 210 △ 847 1,058 

当期純利益 7,339 262 7,077 

親会社株主に帰属する当期純利益 7,339 262 7,077 

包括利益 5,825 5,800 25 

与信関係費用 （①＋②－③） 1,764 226 1,537 

（参考） （単位：百万円）

連結業務純益 10,779 1,349 9,430 

連結コア業務純益 11,213 1,703 9,510 

連結修正コア業務純益 11,256 2,034 9,221 

（注）１．連結業務純益  ＝ 連結粗利益 － 一般貸倒引当金繰入額 － 経費(除く臨時処理分)

　　　２．連結コア業務純益  ＝ 連結業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券損益

　　　３．連結修正コア業務純益  ＝ 連結コア業務純益 － 金融派生商品損益

連結対象会社数 （単位：社）

2018年3月末 増減 2017年3月末

連結子会社数 7 － 7 

２０１７年度 ２０１６年度
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【単体】 （単位：百万円）

増減

経常収益 64,491 △ 353 64,845 

業務粗利益 ① 46,383 △ 131 46,515 

（コア業務粗利益） Ａ (46,541) (127) (46,413)

（修正コア業務粗利益） Ｂ (46,583) (459) (46,124)

資金利益 38,698 △ 301 38,999 

役務取引等利益 8,556 752 7,804 

その他業務利益 △ 870 △ 582 △ 288

うち国債等債券損益(５勘定尻) ② △ 157 △ 259 102 

うち金融派生商品損益 ③ △ 42 △ 331 289 

経費（除く臨時処理分） 36,593 △ 959 37,552 

人件費 18,693 △ 143 18,837 

物件費 15,746 △ 924 16,671 

税金 2,153 108 2,044 

実質業務純益 9,790 827 8,962 

(コア業務純益) Ｃ (9,947) (1,087) (8,860)

(修正コア業務純益) Ｄ (9,989) (1,418) (8,571)

一般貸倒引当金繰入額 ④ 270 245 25 

業務純益 ⑤ 9,519 581 8,937 

臨時損益 643 △ 1,049 1,692 

不良債権処理額 ⑥ 1,086 121 965 

貸出金償却 － △ 0 0 

個別貸倒引当金純繰入額 982 144 837 

偶発損失引当金繰入額 2 △ 42 45 

債権売却損等 101 21 80 

償却債権取立益 ⑦ 0 0 0 

株式等関係損益（３勘定尻） ⑧ 1,332 △ 44 1,377 

金銭の信託運用損益 ⑨ 328 157 170 

その他臨時損益 68 △ 1,041 1,109 

経常利益 10,162 △ 467 10,629 

特別損益 △ 232 62 △ 294

うち固定資産処分損益 △ 100 125 △ 225

固定資産処分益 11 △ 16 28 

固定資産処分損 112 △ 141 254 

うち受取補償金 158 147 11 

うち固定資産減損損失 290 209 80 

税引前当期純利益 9,930 △ 404 10,334 

法人税等合計 2,846 △ 103 2,949 

法人税、住民税及び事業税 2,605 814 1,790 

法人税等調整額 240 △ 918 1,158 

当期純利益 7,083 △ 301 7,384 

与信関係費用 （④＋⑥－⑦） 1,357 367 989 

有価証券関係損益 （②＋③＋⑧＋⑨） 1,461 △ 477 1,938 

（注） １．コア業務粗利益　 ：Ａ ＝ 業務粗利益① － 国債等債券損益②

２．修正コア業務粗利益 ：Ｂ ＝ コア業務粗利益Ａ － 金融派生商品損益③

３．コア業務純益　 ：Ｃ ＝ 業務純益⑤ ＋ 一般貸倒引当金繰入額④ － 国債等債券損益②

４．修正コア業務純益    ：Ｄ ＝ コア業務純益Ｃ － 金融派生商品損益③

２０１６年度２０１７年度
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２．業務純益  【 単体 】

（単位：百万円）

増減

9,947 1,087 8,860 

職員一人当たり（千円） 4,931 490 4,441 

9,790 827 8,962 

職員一人当たり（千円） 4,853 361 4,492 

9,519 581 8,937 

職員一人当たり（千円） 4,719 239 4,479 

（注）１．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

      ２．職員一人当たり金額（千円）は期中平均人員（休職者を含め、臨時雇員、嘱託及び出向者を除く）で算出しております。

３．利鞘  【 単体 】

（１）全店分 （単位：％）

増減

0.71 0.00 0.71 

貸出金利回 0.89 △0.00 0.89 

有価証券利回 0.87 0.07 0.80 

0.68 △0.01 0.69 

預金等利回 0.01 △0.00 0.01 

0.03 0.01 0.01 

（２）国内業務部門 （単位：％）

増減

0.67 0.00 0.67 

貸出金利回 0.89 △0.00 0.89 

有価証券利回 0.74 0.04 0.70 

0.66 △0.02 0.68 

預金等利回 0.01 △0.00 0.01 

0.01 0.02 △0.01 

４．有価証券関係損益  【 単体 】

（単位：百万円）

増減

△157 △259 102 

売却益 4,471 △204 4,675 

償還益 －  △13 13 

売却損 4,628 42 4,586 

償還損 －  －  －  

償却 －  －  －  

△42 △331 289 

1,332 △44 1,377 

売却益 1,425 △124 1,550 

売却損 92 41 51 

償却 －  △121 121 

328 157 170 

1,461 △477 1,938 合計

株式等関係損益（３勘定尻）

業務純益

国債等債券損益（５勘定尻）

資金運用利回       (Ａ)

資金調達原価       (Ｂ)

金銭の信託運用損益

金融派生商品損益

コア業務純益

総資金利鞘  (Ａ)－(Ｂ)

実質業務純益

資金調達原価       (Ｂ)

総資金利鞘  (Ａ)－(Ｂ)

資金運用利回       (Ａ)

２０１６年度２０１７年度

２０１６年度

２０１６年度

２０１６年度

２０１７年度

２０１７年度

２０１７年度
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５．有価証券の評価損益　【単体】

（１）有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的の債券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（２）期末残高 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

451,093 △139,981 △50,066 591,074 501,159 

地方債 148,443 △62,776 △33,357 211,220 181,801 

社債 264,132 △72,500 △32,397 336,632 296,529 

株式 53,843 488 △2,611 53,355 56,455 

その他の証券 282,259 △55,151 △25,368 337,411 307,627 

合計 1,199,772 △329,921 △143,801 1,529,694 1,343,573 

（３）評価損益 （単位：百万円）

2018年3月末

2017年3月末比 評価益 評価損 評価益 評価損

－  －  －  －  －  －  －  

－  －  －  －  －  －  －  

21,742 △6,472 31,370 9,627 28,214 37,891 9,676 

16,253 1,363 16,942 688 14,890 15,363 473 

12,515 △5,813 13,220 704 18,329 20,804 2,474 

△7,026 △2,022 1,207 8,234 △5,004 1,723 6,728 

21,742 △6,472 31,370 9,627 28,214 37,891 9,676 

16,253 1,363 16,942 688 14,890 15,363 473 

12,515 △5,813 13,220 704 18,329 20,804 2,474 

△7,026 △2,022 1,207 8,234 △5,004 1,723 6,728 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表は貸借対照表価額と取得価額と

          の差額を計上しております。

　　　2．2018年3月末における「その他有価証券評価差額金」は、15,313百万円であります。

６．ＲＯＥ  【 単体 】

（単位：％）

業務純益ベース

当期純利益ベース

（注）ＲＯＥを算出する上での純資産額については、期首と期末の単純平均により算出しております。

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

実質業務純益ベース

その他

債券

債券

評価損益

株式

株式

子会社・関連会社株式

国債

その他有価証券

満期保有目的の債券

合　　計

5.08 0.42 4.65 

増減
２０１６年度２０１７年度

評価損益

2017年3月末

その他

△0.15 3.83 

4.94 0.29 4.64 

3.67 
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７．預金、貸出金、有価証券の残高   【 単体 】

（１）末残・平残 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

5,229,821 △7,028 217,545 5,236,849 5,012,275 

5,055,160 △207 △38,344 5,055,368 5,093,504 

総預金（末残） 5,676,400 41,167 143,313 5,635,233 5,533,086 

個人預金 3,142,289 50,430 22,406 3,091,859 3,119,883 

法人預金 1,182,807 64,977 △11,401 1,117,830 1,194,208 

公金預金等 1,351,303 △74,240 132,308 1,425,544 1,218,994 

5,558,095 22,684 △41,452 5,535,411 5,599,548 

3,265,425 36,651 31,082 3,228,774 3,234,342 

事業性貸出 1,618,989 39,677 13,105 1,579,311 1,605,884 

個人ローン 781,869 42,370 22,657 739,499 759,211 

公共貸出 864,566 △45,396 △4,680 909,963 869,247 

3,176,601 26,964 △24,012 3,149,636 3,200,614 

1,199,772 △329,921 △143,801 1,529,694 1,343,573 

1,340,313 △166,110 △78,952 1,506,423 1,419,265 

（注）1．総預金は、譲渡性預金を含んでおります。

　　　2．貸出金は、交付税等貸出を含んでおります。

（参考）生命保険、投資信託および公共債を対象とした預かり資産残高 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

304,669 10,372 △4,890 294,297 309,559 

81,178 △5,061 △4,607 86,240 85,785 

60,789 △12,927 △7,286 73,716 68,075 

446,637 △7,615 △16,784 454,253 463,421 

（参考）私募債残高 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

56,675 16,652 10,590 40,023 46,085 

（２）個人ローン残高 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

719,405 39,171 21,130 680,234 698,275 

62,464 3,199 1,527 59,264 60,936 

781,869 42,370 22,657 739,499 759,211 

（３）中小企業等貸出金 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

1,767,722 119,423 70,035 1,648,298 1,697,686 

54.13% 3.07% 1.65% 51.05% 52.48% 

総預金（平残）

預金（平残）

2017年3月末 2017年9月末

預金（末残）

2018年3月末

その他ローン

合計

住宅ローン

公共債

投資信託

生命保険

合 計

私募債

貸出金（末残）

有価証券（平残）

2018年3月末

貸出金（平残）

有価証券（末残）

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

2017年3月末 2017年9月末

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

中小企業等貸出金残高

中小企業等貸出金比率
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８．自己資本比率（国内基準）

【 単体 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

(1)コア資本に係る基礎項目 196,667 2,639 1,511 194,028 195,155

普通株式に係る株主資本の額 176,971 5,268 2,489 171,703 174,481

一般貸倒引当金 2,788 279 45 2,508 2,743

負債性資本調達手段 15,960 △ 2,660 △ 840 18,620 16,800

947 △ 248 △ 182 1,196 1,130

(2)コア資本に係る調整項目 2,187 786 761 1,401 1,426

(3)自己資本の額(1)－(2) 194,479 1,852 750 192,626 193,728

(4)リスクアセット等の額 2,225,752 67,464 36,067 2,158,288 2,189,684

(5)自己資本比率 8.73% △0.19% △0.11% 8.92% 8.84%

(6)中核的自己資本比率 8.02% △0.04% △0.06% 8.06% 8.08%

【 連結 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

(1)コア資本に係る基礎項目 203,582 2,757 1,428 200,824 202,153

普通株式に係る株主資本の額 186,028 5,524 2,770 180,504 183,258

包括利益累計額のうち退職給付に係るもの △ 2,539 △ 143 △ 385 △ 2,395 △ 2,153

一般貸倒引当金 3,185 285 66 2,900 3,119

負債性資本調達手段 15,960 △ 2,660 △ 840 18,620 16,800

947 △ 248 △ 182 1,196 1,130

(2)コア資本に係る調整項目 1,992 631 666 1,360 1,325

(3)自己資本の額(1)－(2) 201,590 2,126 762 199,464 200,827

(4)リスクアセット等の額 2,231,775 69,654 40,615 2,162,121 2,191,160

(5)自己資本比率 9.03% △0.19% △0.13% 9.22% 9.16%

(6)中核的自己資本比率 8.31% △0.05% △0.08% 8.36% 8.39%

（注）中核的自己資本＝自己資本の額－負債性資本調達手段

2017年9月末2017年3月末

2018年3月末 2017年9月末2017年3月末

土地再評価差額金

土地再評価差額金

2018年3月末
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Ⅲ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

        部分直接償却実施の有無 ： 無、    未収利息不計上基準 ： 自己査定基準

【 単体 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

破綻先債権 3,357 1,617 1,107 1,739 2,249 

延滞債権 22,462 △4,129 △2,474 26,591 24,936 

３ヵ月以上延滞債権 324 △141 △336 465 660 

貸出条件緩和債権 624 20 64 603 560 

合計 26,768 △2,632 △1,638 29,400 28,407 

3,265,425 36,651 31,082 3,228,774 3,234,342 

破綻先債権 0.10% 0.04% 0.03% 0.05% 0.06% 

延滞債権 0.68% △0.13% △0.08% 0.82% 0.77% 

３ヵ月以上延滞債権 0.00% △0.00% △0.01% 0.01% 0.02% 

貸出条件緩和債権 0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 

合計 0.81% △0.09% △0.05% 0.91% 0.87% 

（参考）部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権額の状況

【 単体 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

リスク管理債権額 21,211 △2,694 △1,823 23,905 23,034 

貸出金残高比 0.65% △0.09% △0.06% 0.74% 0.71% 

     部分直接償却とは、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権について、債権額から担保の評価額

   及び保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額（Ⅳ分類金額）を貸倒償却として債権額から直接

   減額することです。

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸出金残高（末残）

貸
出
金
残
高
比
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【 連結 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

破綻先債権 3,454 1,594 1,101 1,860 2,353 

延滞債権 23,212 △3,990 △2,454 27,202 25,666 

３ヵ月以上延滞債権 324 △143 △337 468 661 

貸出条件緩和債権 624 20 64 603 560 

合計 27,615 △2,519 △1,626 30,134 29,241 

3,261,214 36,216 30,402 3,224,997 3,230,811 

破綻先債権 0.10% 0.04% 0.03% 0.05% 0.07% 

延滞債権 0.71% △0.13% △0.08% 0.84% 0.79% 

３ヵ月以上延滞債権 0.00% △0.00% △0.01% 0.01% 0.02% 

貸出条件緩和債権 0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 

合計 0.84% △0.08% △0.05% 0.93% 0.90% 

２． 貸倒引当金等の状況

【 単体 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

貸倒引当金 10,399 △252 124 10,652 10,275 

一般貸倒引当金 2,767 270 40 2,496 2,726 

個別貸倒引当金 7,632 △523 83 8,156 7,549 

【 連結 】 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

貸倒引当金 12,123 △62 213 12,186 11,910 

一般貸倒引当金 3,164 276 61 2,887 3,103 

個別貸倒引当金 8,959 △339 151 9,298 8,807 

2017年3月末

2017年3月末 2017年9月末

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

2017年9月末

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸出金残高（末残）

2018年3月末

貸
出
金
残
高
比

2018年3月末
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３．金融再生法開示債権【 単体 】　

（単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

9,363 △530 △1 9,893 9,364 

危険債権 16,570 △1,892 △1,352 18,463 17,922 

要管理債権 948 △120 △271 1,069 1,220 

小計（Ａ） 26,882 △2,543 △1,625 29,425 28,507 

正常債権 3,303,615 53,806 42,972 3,249,808 3,260,642 

合計（Ｂ） 3,330,497 51,263 41,347 3,279,234 3,289,150 

0.80% △0.09% △0.05% 0.89% 0.86% 

（参考）部分直接償却を実施した場合の金融再生法開示債権の状況 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

21,325 △2,606 △1,809 23,931 23,134 

0.64% △0.09% △0.06% 0.73% 0.70% 

４．金融再生法開示債権の保全状況　【 単体 】　

（単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

保全額 21,918 △2,311 △994 24,230 22,912 

貸倒引当金 7,679 △536 61 8,216 7,617 

担保保証等 14,238 △1,775 △1,056 16,014 15,294 

保全率 81.53% △0.80% 1.15% 82.34% 80.37% 

（注）保全率：保全額／金融再生法開示債権（正常債権除く）

（参考）金融再生法開示債権の保全内訳（2018年3月末） （単位：百万円）

担保保証等 貸倒引当金

9,363 9,363 3,584 5,778 100.00% 

16,570 12,198 10,344 1,853 73.61% 

948 356 309 46 37.59% 

26,882 21,918 14,238 7,679 81.53% 

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

総与信に対する比率
（Ａ／Ｂ）

2018年3月末

2018年3月末

保 全 額
（Ｂ）

保 全 率
（Ｂ／Ａ）

2017年3月末 2017年9月末

2017年3月末 2017年9月末

金融再生法開示債権
（正常債権除く）

総与信に対する比率

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

合計

債 権 額
（Ａ）
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５．業種別貸出状況等   【 単体 】  

（１）業種別貸出金      （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

3,265,425 36,651 31,082 3,228,774 3,234,342 

製造業 293,737 △12,428 △9,466 306,166 303,204 

農業、林業 7,493 543 787 6,949 6,706 

漁業 2,158 △449 △257 2,608 2,416 

4,854 △610 △734 5,465 5,589 

建設業 83,649 △2,115 6,058 85,765 77,590 

148,887 38,189 25,108 110,697 123,778 

情報通信業 15,311 △3,898 △3,062 19,210 18,373 

運輸業、郵便業 86,594 △1,883 △1,725 88,478 88,319 

卸売業、小売業 198,760 △6,129 △5,491 204,889 204,252 

金融業、保険業 157,708 △15,676 △12,406 173,384 170,114 

不動産業、物品賃貸業 435,940 29,159 13,345 406,781 422,595 

地方公共団体 709,036 19,887 19,222 689,149 689,814 

個人 740,896 42,178 22,422 698,717 718,474 

その他 380,396 △50,114 △22,717 430,511 403,113 

（２）業種別リスク管理債権 （単位：百万円）

2017年3月末比 2017年9月末比

26,768 △2,632 △1,638 29,400 28,407 

製造業 7,434 494 584 6,940 6,850 

農業、林業 626 565 △12 60 638 

漁業 11 －  －  11 11 

27 △2 △1 29 28 

建設業 1,387 △409 △209 1,797 1,596 

－  －  －  －  －  

情報通信業 152 △49 △1 202 153 

運輸業、郵便業 412 △254 △98 667 510 

卸売業、小売業 6,819 △611 △261 7,431 7,081 

金融業、保険業 42 △11 △2 53 44 

不動産業、物品賃貸業 2,079 △432 △297 2,512 2,376 

地方公共団体 －  －  －  －  －  

個人 2,715 △67 △24 2,782 2,740 

その他 5,059 △1,853 △1,314 6,913 6,374 

2018年3月末 2017年3月末 2017年9月末

国内店分
(除く特別国際金融取引勘定)

電気･ガス･熱供給･水道業

2017年3月末 2017年9月末

国内店分
(除く特別国際金融取引勘定)

鉱業、採石業、砂利採取業

鉱業、採石業、砂利採取業

電気･ガス･熱供給･水道業

2018年3月末
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（参考） 自己査定、金融再生法開示債権及びリスク管理債権の状況

（単位：億円）

分　　類

非
分類

Ⅱ
分類

Ⅲ
分類

Ⅳ
分類

－ － 破綻先債権

（-） (27) 破産更生債権及び
これらに準ずる債権

33

－ －
93 

(2) (28)
延滞債権

42 危険債権
224

(18) 165 

3ヶ月以上延滞債権

要管理先
3

11
貸出条件緩和債権

9 6

その他
867

開示額合計（部分直接償却前） （部分直接償却前）

42 － （部分直接償却した場合） （部分直接償却した場合）

(20) (55)

（注）１．自己査定結果における（　　）内は、分類額に対する引当金額。

　　　２．破綻先・実質破綻先の引当率はⅢ、Ⅳ分類額に対する引当率、破綻懸念先の引当率はⅢ分類額に対する引当率。

　　　３．正常先および要注意先の引当率は、債権額に対する引当率。

以　上

212

正常先

268 81.53% 26732,892

33,321 665
合計

34,030
213

32,892 － － － 0.01%

4.92%
37.59%

要管理債権
（債権単位）

30.27%

278 589 － － 2.64%

要
注
意
先

1 10 － －

破綻懸念先
80 41 － 73.61%

164

破綻先
28 4 100%

100%

33

実質破綻先
39 20 100%

60

自己査定結果
(対象：総与信)

引当率

金融再生法開示債権
(対象：与信額)

リスク管理債権
(対象：貸出金)

区分
与信残高

区分
与信残高

保全率

（対象債権）
金融再生法開示債権：私募債、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾および使用貸借又は賃貸借

契約により貸し付けた有価証券を対象としております。

リ ス ク 管 理 債 権 ：貸出金を対象としております。

（開示債権）
金融再生法開示債権：自己査定をベースとし、債務者単位で開示しております。

（ただし、要管理債権については債権単位）
リ ス ク 管 理 債 権 ：自己査定の結果、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に分類した債務者については、

債務者単位で開示しております。
要注意先に該当する債権は、債権単位で開示しております。
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